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4-3近 年の市街地更新動向

本節では,大 阪市における長屋集積地区の典型地区を事例として,現 地調査,既 往データをも

とに,近 年の市街地更新動向を詳細に把握する.

4-3-1事 例地区の概前

長屋集積地区の近年の市街地更新動向を把握するため,事 例地区として,長 屋集積地区の典型

地区である大阪市阿倍野区 「阪南 ・王子地区」(以下,阪 南地区)を 選定す る.

事例地区の概要は,以 下のとおりである.

(1)阪 南 地 区

阪 南地区は,大 阪市 におけ る 「防災性 向上重点地 区」 のなかで,「 特に優 先的 な取 り組みが必

要 な密集 市街地」 として位 置づけ られ てい る地区で ある(図4-3-1).

阪 南地区は,阪 南町2丁 目(一 部区域 を除 く),阪 南町3丁 目,阪 南町4丁 目,阪 南町5丁 目

(一部区域 を除 く),王 子町2丁 目,王 子町3丁 目,王 子町4丁 目,播 磨町1丁 目(一 部 区域 を

除 く)の8町 丁 目か らな る幹線 道路に囲まれた地 区で,地 区面積 は,約81haで あ る(図4-3-2).

阪 南地区 の8町 丁 目について,4-1節 の 「長屋集積 地区」の抽出で用いた 「長屋建 て住宅 のネ

ッ ト地区建ぺ い率 」をみ ると,比 率 が高い順 に,阪 南 町3丁 目(29.4%),王 子町3丁 目(27.9%),

王子町2丁 目(19.6%),播 磨 町1丁 目(16.2%),阪 南町4丁 目(12.9%),阪 南町2丁 目(12.2%),

阪南町5丁 目(7.2%),王 子町4丁 目(6.4%)と なってい る.し たが って,「 長屋建 て住宅 のネ

ッ ト地 区建ぺ い率 」が15%以 上の 「長屋集積地 区」 に該 当す るのは,阪 南 町3丁 目,王 子 町2

丁 目,王 子 町3丁 目,播 磨町1丁 目の4地 区である.阪 南町3丁 目,王 子町3丁 目は,「 長屋建

て住宅 のネ ッ ト地区建ぺ い率 」が25%以 上の 「特 に長屋 が集 積す る基盤未整備地 区」に も該 当

す る.た だ し,そ れ以外 の町丁 目にも,長 屋建 て住宅 は多 く存在 してい る.

阪南地 区の現況写真 を図4-3-3に 示す.

(2)市 街化 の経緯

阪 南地区の市街化 の経緯 をみ ると,明 治期は,ま だ市街化 してお らず,近 傍 の(旧)安 倍 野村

を除き,田 畑や原 野が広 が る地域 であった(図4-3-4).そ の後,大 正期 になって市街化が進み,

1924年(大 正13年)に,都 市計画法第12条 にも とづ く日本 で最初 の土地区画整理組合であ る

「阪南土地 区画 整理組合」が結成 され,旧 阪南町お よび昭和町 で土地 区画整 理が施行 された.換

地処分 は,1929年(昭 和4年)で ある.そ の結 果,阪 南地区の うち,王 子町2丁 目,王 子町3

丁 目を除 く地区の大部分 は,土 地 区画整理 によ り,整 形 の街 区が形成 されてい る.た だ し,当 時

の土地 区画整理 の整備水準 か ら,幅 員4m未 満(3,6m)の 道 路 も多い*15.土 地 区画整理 の進捗

*15当 時の土地区画整理の設計基準は,耕 地整理の設計基準に準拠 してお り,公 共用地の整備水準が低 く

なっている.地 区内の道路幅員は,基 本的に東西,南 北ともに3間(約5.4m)で あ り,角 地での隅切りは

なされていない.ま た,公 園の整備 もなされていない.土 地区画整理での標準的な街区の大きさは,東 西

60間(約108m),南 北40間(約72m)で ある.た だ し,街 区の中央に1間(約18m)幅 の水路敷きが



図4-3-1大 阪 市 における 「阪南地区」の位置

・図注1:土 地区画整理施行区域は,大 阪市建設局 「大阪市都市開発図」(2003)に もとづく.

・図注2:「 阪南土地区画整理組合」以外の土地区画整理施行区域 も含めて表示 している.

図4-3-2阪 南地区と土地区画整理施行区域



図4-3-3阪 南 地 区の現況写真



資料:陸 地測量部地形 図(明 治18年,明 治41年,昭 和4年),国 土地理院地形 図(昭 和27年)

図4-3-4阪 南地区の市街化の変遷



と ともに,建 築線 の指定 によ り,道 路か ら1尺5寸 後退 した位 置に,2階 建ての長屋建て住宅が

整然 と建 ち並ぶ こととなった*16.

一方
,王 子町2丁 目,王 子町3丁 目は,土 地区画整理施行区域に含まれず,狭 隆な道路や通路

など,い わゆる 「路地」が多い区域であり,路 地に面 して長屋建て住宅が多数建設された*17.

阪南地区は,第 二次世界大戦による戦災をほとんど受けなかったこともあり,戦 前に建築 され

た長屋建て住宅(以 下,戦 前長屋)が,現 在でも多 く残る地区となっている.

なお,王 子町4丁 目には,1921年(大 正10年)か ら1960年(昭 和35年)ま で,大 阪高等学

校(現:大 阪大 学の南校)が 存在 したが,大 阪大学 が移転 した後に,日 本住宅公 団(現:都 市再

生機構)の 団地が建設 され,現 在 に至ってい る.

(3)都 市計画上の規制

阪南地区における都市計画上の規制をみると,用 途地域は,第2種 中高層住居専用地域,第1

種住居地域,近 隣商業地域,商 業地域の4種 類が指定 されている(図4-3-5).第2種 中高層住居

専用地域が最も広範に指定 されてお り,地 区を囲む幹線道路沿いは,商 業地域に指定 されている

*18

指 定容 積率 と建ぺい率 をみ る と,第2種 中高層住居専用 地域 は,容 積率300%,建 ぺい率60%,

第1種 住 居地域 は,容 積 率300%,建 ぺい率80%*19,近 隣商業地域 は,容 積 率300%,建 ぺい率

80%,商 業地域 は,容 積率40m%*20,建 ぺい率80%と な ってい る.

地区全体が,準 防火地域または防火地域に指定されてお り,と くに,第1種 住居地域に指定 さ

れている区域は,「新たな防火地域」*21にも指定されている.商 業地域は,地 区西側の幹線道路

沿いを除き*22,防 火地域に指定されている.

「日影規制」は,阪 南地区内では,第2種 中高層住居 専用地域に のみ適用 され,規 制 され る建

築物 は 「高 さ10mを 超 え る建物 」で,測 定面 の高 さは 「4m」,規 制 され る 日影時間 は,敷 地境

界線 か ら5mを 超 え10m以 下の範 囲が 「5時間以 上」,10mを 超 える範 囲が 「3時間以上」となっ

とられ,建 築線 の指定 によ り,2間(約3.6m)幅 の 私道 として拡幅 されて いる.し たがって,実 質的 な街

区の大 きさは,60間(約108m)X19間(約34.2m)と な り,街 区内の背割 り線 を挟んで,1区 画 の宅地

奥行 きは,9.5間(約17.1m)程 度 となっている.

*16建 築線 の指定に よる道路 か らの1尺5寸 の後 退について は ,第3章3-2-2項 を 参照.な お,幅 員2間(約

3.6m)の 道 路 であって も,戦 前長屋の場合 は,建 築線 の指定で道路か ら1尺5寸(約0.45m)後 退 してお

り,道 路の両側に戦前長屋が建 っている場合,道 路 の両側合 わせて3尺(約0.9m)後 退 してい るた め,で

質的 な道路空 間は,約4.5mと な っている.

*17王 子 町2
,3丁 目は,阪 南地区の他の区域 よ り,市 街化 の時期 が早い.な お,王 子町2,3丁 目の中央 を

南北 に貫 くよ うに商店街 が形成 されてい る.

*18た だ し
,地 区北側 の幹線道路(木 津川 平野線)沿 い(一 部 区域 を除 く)は,第2種 中高層階住 居専用

地区が指定 され,原 則 として,5階 以 上の部分の用途 は,住 宅に限定 されてい る.

*19大 阪 市は
,2004年4月1日 よ り,第1種 住居地域 な どの指定建ぺ い率 を60%か ら80%に 緩 和 し,前 面

道路幅員 に よる容積 率制限の低減係数 を0.4か ら0.6に 緩 和 してい る.詳 細は,第1章1-4-4項(3)を 参 照.

*20た だ し
,地 区西側の幹線道路(長 柄堺線)沿 いの商業地域 は,「 長柄堺線沿道地 区地 区計画」が適 用 さ

れてお り,都 市計画道路予定線 までのセ ッ トバ ックの有無 に応 じて,暫 定容積率30m%,目 標 容積率400%

の 誘 導容積制度 が適 用 されてい る.

*21「 新 た な防火地域」 にっいては
,第1章1-4-4(3)を 参 照.

*22地 区 西側 の幹線道路(長 柄堺線)沿 い は
,準 防火地域 である.



・図注1:凡 例 の括弧内の数字 は ,左 側 が 「指定容積 率」,右 側 が 「指 定建ぺ い率 」を示す.

・図注2:地 区 北側の商業地域に 「第2種 中高層階住居専用地区」が指定 され ,原 則 と して,5階

以 上 の部分 の用途 は住宅 に限定 され てい る.ま た,地 区西側の商業地域 に沿道型 の 「地区計画」

が適用 され てお り,都 市計画道路予定線までのセ ッ トバ ックの有無 に応 じて,暫 定容積率300%,

目標 容積率400%の 誘 導容積制度 が適 用 されてい る.

・図注3:「 商 業地域」(地 区西側 を除 く)は 「防火地域」に ,「 第2種 中高層住居専用地域 」,「近

隣商業地域 」 「商業地域」(地 区西側 のみ)は 「準防火地域」 に指定 され ている.ま た,「 第1種

中高層住居地域」は,2004年4月 よ り,建 ぺ い率が60%か ら80%に 変 更(緩 和)さ れ,前 面道

路幅員 に よる容積率制 限の低減係数 も074か ら076に 変 更(緩 和)さ れてい ると 同時に,「 第1

種 中高層 住居地域」 は,大 阪市の 「新 たな防火 規制」が適用 され,建 築物 の防火規制が,準 防

火地域 内での規制 よりも強化 され てい る7

・図注4:「 日影規制」は ,阪 南地 区内 では,「 第2種 中高層住居 専用地域」 にのみ適用 され,規 制

され る建築物 は 「高 さ10mを 超 える建物 」で,測 定面 の高 さは 「4m」,規 制 され る 目影時間 は,

敷 地境界線 か ら5mを 超 えmm以 下 の範囲が 「5時 間以上」,10mを 超 える範 囲が 「3時間以上」

となっている.

図4-3-5阪 南地区の用途地域,指 定建ぺい率,指 定容積率(2004年 度現在)



て い る.

(4)人 口 ・世帯の動 向

国勢調査 を もとに,阪 南地 区全体*23の 人 口 ・世帯動 向を把握 す る(表4-3-1(1)～(3)).

2000年 国勢調査 に よると,阪 南地 区の人 口総数 は1,867人,世 帯総数 は7,960世 帯で ある.

年 齢階層別 の人 口構成 比をみ る と,14歳 以 下の年少者 人 口比率は11.5%,65歳 以上 の高齢者人

口比率 は23.6%,そ の内,75歳 以上の後期高齢者人 口比 率は10.0%と なって い る.

1995年 か らの5年 間の増減 をみ ると,人 口は1%減,世 帯数 は3.4%増 となってお り,大 きな

変化 はない.年 齢階層別 の人 口増減 率をみ ると,14歳 以 下の年少 者人 口は0.9%の 減少,65歳 以

上の高齢者 は14.7%の 増加,75歳 以上の後期高齢者 は14.2%の 増加 となってい る.

町丁 目別 にみ ると,1995年 か ら2000年 の人 口動 向に,ば らつ きがみ られ る(表4-3-1(1)～(3),

図4-3-7).

人 口お よび世帯数 をみ ると,播 磨町1丁 目が,人 口では20.4%増,世 帯数では24.5%増 となっ

てお り,突 出 して増加 してい る.と くに,14歳 以 下の年少者人 口の増加率 が38.0%と 非常に高

くなってい る.一 方,他 の町丁 目の人 口増減 をみ る と,阪 南町3丁 目が微増,阪 南町5丁 目が微

減,そ の他 の町丁 目は,や や減少(5%～9%程 度)と なってい る.

町丁 目別 に年齢 階層別の人 口構1成比 をみ ると(図4-3-6),播 磨町1丁 目と阪南町5丁 目は,相

対的 にみ て,年 少者人 口比率が高 く,高 齢者 人 口比率が低 くなってい る.一 方,王 子町2～4丁

目は,全 体的に,年 少者人 口比率 が低 く,高 齢者 人 口比率 が高 くなってい る.

また,2000年 国勢調査 をも とに,住 宅 の所有 関係別 の世帯構成比 をみ る と(表4-3-1(4)),阪

南地 区全体 では,持 家率が46.9%と なってお り,と くに,長 屋 が最 も集 積す る阪南 町3丁 目,王

子町3丁 目において,持 家率が60%を 超 えてい る点が注 目され る.な お,王 子町4丁 目は,公

営 ・公団 ・公社 の住宅に住む世帯 が87%と なってい る.

4-3-2近 年の更新動 向

現地調査 お よび既存デー タを もとに,阪 南地 区にお け る近年(1991年 か ら2003年 まで)の 建

物 の新築 動向 とそ の分布状況,建 物概 要を把握 し,そ の特徴 をま とめ る.

(1)新 築建物の特定方法

現 地 目視 調査お よび空 中写真 に よる経年比較調査 を もとに,阪 南地 区にお いて,1991年 か ら

2003年 ま でに建築 された建物(以 下,新 築建物)を 特定す る.

新築建 物の特定 は,以 下 の方 法で推 定 した.

1)現 地 目視調査 に より,お おむね築10年 程度 と推定 され る建物 を特定す る.

・現 地調 査 は,2003年9月9日 ～9月22日 に実施 した.

2)2時 点 の空 中写真 を比較 して,変 化 がみ られ る場所 を特定す る.

*23た だし,町 丁目単位での把握の都合上,一 部地区外 も含まれる(図4-3-5を 参照).



表4-3-1阪 南 地区の世帯 ・人 口の状況

資料:国 勢調査(1995,2000)

① 阪南地区の世帯数,人 口総数(2000年)

② 阪南地区の年齢階層別人口構成比率(2000年)

③ 阪南地区の世帯 ・人口の増減率(1995年 ～2000年 の5年 間の増減率)

④ 阪南地区の住宅所有関係別の世帯構成比率(2000年)



図4-3-6阪 南地区の町丁目別にみた年少者人ロと高齢者人ロの人ロ構成比率の関係

図4-3-7阪 南地区の町丁目別にみた年少者人ロと高齢者人ロの増減率の関係

(1995年 ～2000年 の5年 間の増減率)



・阪南地区の空中写真の うち,大阪市か ら入手可能であった1991年4月10日 撮影および1999

年12月31日 撮影の空中写真を比較 して,明 らかに変化が見られる場所を特定す る.

3)現 地目視調査と空中写真で特定 した建物 ・場所を比較して,以 下の手順で再度調査 ・検討

を行い,最 終的に新築建物を特定した.

(1)現地 目視調査および空中写真の両方から新築建物 と推定できる場合.

→ 新築建物 とみなす.

(2)現地 目視調査では新築建物 と推定したが,空 中写真では変化が見 られない場合.

→ 現地 目視調査を再度行い,明 らかに新築 と推定できるものを新築建物 とみなす.

(3)空中写真では変化が見られるが,現 地目視調査では新築建物 と推定 しなかった場合.

→ 現地目視調査を再度行い,建 物が存在する場合 と駐車場や空地 として利用 されている場

合に分ける.建物が存在する場合に,明 らかに新築 と推定できるものを新築建物 とみなす.

なお,駐 車場や空地 として利用 されている場合は,新 規に発生 した駐車場 ・空地 とみなす.

また,新 築建物に関する基礎データの把握は,以 下の方法で行った.

(1)建物の用途

現地目視調査により,建 物用途を,戸 建て住宅,長 屋建て住宅,共 同住宅,そ の他の4分

類で把握 した.な お,併 用住宅は住宅とする.

(2)建物の階数

現地 目視調査により,建 物の階数を把握 した.な お,階 数には,地 階を含まない.

(3)建物の防火 ・耐火構造

現地 目視調査により,建 物の外壁 ・軒裏の仕上げか ら,防 火構造*24,準 耐火構造,耐 火構

造の3分 類で,建 物の防火 ・耐火構造を把握 した.

(4)建物の建築面積および延べ床面積

建物の建築面積は,大 阪市建物現況調査(2000年)の 図面をもとに,GIS(地 理情報シス

テム)を 用いて図上計測 した.建 物の延べ床面積は,建 築面積に階数を乗 じることで推定 し

た.

(2)建 物の新築動向とその分布状況

阪南地区において,1991年 から2003年 までに建築された新築建物は,地 区全体で872棟 あ り,

これは2003年 の地区全体の建築総数4,622棟 の18.9%に 相当する.つ まり,1991年 以降の12

年間に,地 区全体の約2割 の建物が新築 されていることになる(表4-3-2).

新築建物の分布状況をみると(図4-3-8),立 地条件に関係なく,地 区内に広範に分布 している

ことがわかる.町 丁 目ごとにみると(表4-3-2),土 地区画整理が施行 されている阪南町2～5丁

目,播 磨町1丁 目に比べ,未 施行の王子町2～3丁 目のほうが,新 築建物の占める割合がやや低

いが,基 盤の整備状況が,建 築物の更新に決定的な影響を与えているとはいえない.

*24なお,外 壁や軒裏の一部で木材が露出している場合もあるが,そ の場合も防火構造に含めている.



表4-3-2阪 南地区における建物の新築と駐車場 ・空地の発生状況(1991年 ～2003年)

表注:「 駐車場 ・空地」の単位(件 数)は,除 却前の建物の棟数を基準にしている.

表4-3-3阪 南 地区にお ける新築建物 の住 宅形式(1991年 ～2003年 に 建築)

表 注:「 その他」 は,事 務 所 ・店舗な ど,住 宅以外 の用途 の ものである.

新築建物の住宅形式別(棟 数)の 構成比率



なお,王 子4丁 目で,新 築建物の比率が低いのは,新 築建物に該当しない団地内の建物の占め

る割合が高いためである.

(3)新 規 に発生 した駐車場 ・空地 とその分布状況

阪南地 区にお いて,1991年 か ら2003年 の問に建物 が除却 され,2003年 時点 で駐 車場 ・空地 と

して利用 され ている場所 は,従 前の建物棟数 を基準に集 計す る と,地 区全体 で142件 あ り,こ れ

は2003年 の地区全体 の建築総数4,622棟 の3.1%に 該 当す る(表4-3-2).

新規 に発 生 した駐 車場 ・空地 の分布状 況をみ ると(図4-3-9),新 築建物 と同様 に,地 区内に広

範 に分布 してい る.部 分的に,や や 規模 の大 きな駐 車場 ・空地がみ られ るが,こ れ は,長 屋 が棟

全体 と して除却 されてい る場合 が多い もの と推 測でき る.

(4)新 築建物の住宅形式

新築建物の住宅形式をみ ると,棟 数 を単位 とした場合,新 築建物の大部分(84.3%)が 戸建て

住宅であ る(表4-3-3).共 同住 宅は6.7%,そ の他,住 宅以外の事務所 ・店舗 な どが9.1%と な っ

てい る.

新築戸建 て住宅の分布状況をみる と(図4-3-8,4-3-10),地 区内 に広範 に分布 して いる ことが

わか る.部 分 的に,新 築戸建 て住宅 が連続 的に集積 してい る場所 がみ られ るが.こ れ は,戸 建て

建売分譲住宅群 の小規模;開発(以 下,ミ ニ開発)に よる場合 か,長 屋 を住 戸単位 で切断 した個別

(戸別)の 建替 えが集 積 してい る場合 が多い もの と推察 され る(図4-3-3).

新築共 同住宅 の分布状況 をみ ると(図4-3-8,4-3-11),地 区外周 の幹線道 路沿いお よび 地 区内

を南北 に通 る補助幹線道路(幅 員約11m)沿 いに多 くみ られ る.

新築の事務所 ・店舗 な どの分布状況 については,特 徴的 な傾 向はみ られ ない(図4-3-12).

(5)新 築建物 の階数

新築建物の階数 を住宅形式別 にみ ると(表4-3-4),棟 数 を単位 とした場合,3階 建 てが69.2%

と多い.次 いで,2階 建てが21.0%と なっている.

住宅形式 ・用途別 にみ る と(表4-3-4),新 築戸建 て住宅 は,3階 建てが75.4%と 多 く,次 いで,

2階 建てが21.8%と なってい る.戸 建 て3階 建 て住宅 は,新 築建物 全体に 占める割合 で も63.5%

となってお り,新 築建物 の主流 とい える.新 築共 同住宅 は,5階 建て以上 が55.2%と 多 く,4階

建 てが19.0%,3階 建てが17.2%と なってい る.新 築の事務所 ・店舗 な どは,3階 建 てが49.4%

と最 も多 くなっている.

新 築戸建 て住 宅の階数別 の分布状況 をみ る と(図4-3-10),2階 建て も3階 建 て も,地 区全体

に広範 に分布 している.部 分的 に3階 建てが まとまってい る場所 があるが,こ れ は ミニ開発 ある

いは個別(戸 別)建 替えの集積 に よるもの と推察 できる.

新築共 同住宅 の階数別 の分布状況 をみ る と(図4-3-11),地 区外 周の幹線道路沿 いお よび地 区

内 を南北に通 る補助幹線道路(幅 員約11m)沿 いに,4階 以上の中高層共同住宅 が多 くみ られ る.

新築の事務所 ・店舗 な どの階数別 の分布状況 をみる と(図4-3-12),3階 建 て以 下が広範 に分

布 してお り,幹 線道 路沿いで もO階 以上の ものが少 ない点が特徴 的で ある.



図4-3-8阪 南地区における新築建物の分布(1991年 ～2003年 に建築されたもの)



図4-3-9阪 南 地 区における新規 に発生 した駐車場 ・空地の分布

(1991年 ～2003年 に 発生 した もの)



表4-3-4阪 南 地 区における新築 建物の階数(1991年 ～2003年 に建築)

表注:「 その他」は,事 務所 ・店舗など,住 宅以外の用途のものである.

新築建物の階数別(棟 数)の 構成比率

表4-3-5阪 南 地区に おける新築建物 の防火 ・耐 火構 造(1991年 ～2003年 に建築)

表 注:「 その他 」は,事 務所 ・店舗 など,住 宅 以外 の用途の もので ある.

新築建物の防火 ・耐火構造別(棟 数)の 構成比率




